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Ⅰ．経営の概況

「小岩井農場の一本桜」（雫石町）



前期比

経常収益 46,484 41,485 ▲ 4,999 785

コア業務粗利益 36,434 34,322 ▲ 2,112 ▲ 178

資金利益 32,016 30,321 ▲ 1,695 321

役務取引等利益 4,523 3,999 ▲ 524 ▲ 401

その他業務利益

（国債等債券損益を除く）

経費（△） 26,049 26,223 174 ▲ 177

コア業務純益 10,385 8,098 ▲ 2,287 ▲ 2

国債等債券損益 254 ▲ 1,009 ▲ 1,263 ▲ 1,409

▲ 122 ▲ 278 ▲ 156 ▲ 78

業務純益 10,762 7,366 ▲ 3,396 ▲ 1,334

臨時損益 398 140 ▲ 258 2,140

1,798 707 ▲ 1,091 ▲ 1,193

うち株式等関係損益 1,920 1,149 ▲ 771 949

経常利益 11,161 7,507 ▲ 3,654 807

特別損益 ▲ 67 653 720 253

当期純利益 7,081 5,618 ▲ 1,463 818

与信関連費用 1,669 429 ▲ 1,240 ▲ 1,271

前期比

経常利益 11,187 7,916 ▲ 3,271 916

7,107 10,152 3,045 1,152

単体

104

計画比

▲ 100

一般貸倒引当金繰入額（△） 

計画比

単位：百万円

単位：百万円

連結

▲ 104 0

親会社株主に帰属する当期純利益

28／3期 29／3期

29／3期28／3期

うち不良債権処理額（△） 

平成29年3月期の業績概況
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関連会社3社の子会社化（支配獲得）に伴う特別
利益（負ののれん発生益）により過去最高益を
計上

コア業務純益▲22億円

資金利益▲16億円

※計画比は前回決算説明会(H28.6.8)公表との比較



1.32
1.20

1.10
1.05 1.06

1.58
1.47

1.36
1.29

0.83
0.72

0.65 0.62

0.5

1.0

1.5

2.0

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

％
全体

岩手県内

岩手県外
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3,215
3,321

3,431 3,556 3,675

3,407
3,871 4,231 4,130

3,655

42.5 
43.5 

44.0 43.7 

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

0

5,000

10,000

15,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

％

億円

地方公共団体
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岩手県内シェア

貸出金の状況

207 200 193
182 177

0
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億円

 28年度の貸出金平残は、個人向け貸出が増加したものの、法人向け貸出および地方公共団体向け貸出が減少したことから
前年度比▲146億円（▲0.8％）の減少

 29年度は、個人向け貸出の増加を見込むものの、地方公共団体向け貸出は減少が見込まれ、法人向け貸出も貸出金ポート
フォリオの見直しにより大企業向け貸出が減少する見込みであることから、全体では前年度比▲641億円（▲3.7％）を計画

※県内シェアは国内銀行（ゆうちょ銀行除く）および信用金庫における割合

16,63516,607
15,681

17,422

貸出金平残の推移
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17,276
計画

計画

計画

利回り

利息額

▲7 ▲7
▲11 ▲5

前年度比増減

▲13



預金等、預り資産の状況

5

1,194
1,353

1,487
1,720

662 457 285

1,645

110216

814640 801
785 940

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末

億円

投資信託

公共債

保険

18,964 19,237 19,421 19,449 19,540

4,966 5,364 5,667 5,988 6,250

6,617 5,874 5,254 4,897 4,450
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 28年度の預金等（預金および譲渡性預金）平残は、復興関連資金の取崩しを主因として公金預金が減少したものの、個人
および法人預金が増加したことから前年度比11億円（0.0％）の増加。29年度は、引き続き公金預金が減少する見込みである
ため、前年度比▲103億円（▲0.3％）を計画

 預り資産の期末残高は、投資信託および公共債の残高が減少した一方、保険の増加がこれを上回ったことから前年度末比72
億円の増加。29年度は保険および投資信託の提案を強化し、お客さまの裾野拡大を図ることで前年度末比+124億円を計画

※県内シェアは国内銀行（ゆうちょ銀行除く）および信用金庫における割合

30,370

※保険：有効契約残高
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預金等平残の推移 預り資産残高の推移
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計画

30,473
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中期経営計画の進捗状況
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 「連結当期純利益」は関連会社3社の子会社化（支配獲得）に伴う負ののれん発生益の計上により過去最高益
 「自己資本比率」は、劣後ローンの返済による自己資本額の減少やリスクアセットが増加したことなどにより、前年度比

0.65㌽低下したが、引き続き12％以上を維持
 「中小企業等貸出残高」は前年度比+1.7％に止まったことから、今後は中小企業向け貸出の推進をさらに強化して残高を

積み上げる。「預り資産残高」についても、ニーズの掘り起しによる裾野拡大と提案力の強化を図り進捗のペースを上げる
 連結ROEについては過去最高の「連結当期純利益」を計上したことにより前年度比1.71㌽上昇、今後も目標水準の維持・

向上を目指す

主要計数目標
27年度実績

（ご参考）

28年度実績

(計画初年度)

30年度目標

(計画最終年度)
進捗状況

連結当期純利益 71億円 101億円 60億円 ☀

自己資本比率（年度末） 13.03％ 12.38％ 12％以上 ☀

中小企業等貸出残高（年度末）※1 8,849億円 9,008億円 １兆円 ☁

預り資産残高（年度末）※2 2,909億円 3,050億円 3,700億円 ☁
※1 中小企業等＝中小企業＋個人企業＋個人 ※2 預り資産＝投資信託＋保険＋公共債＋金融商品仲介

長期的経営指標
長期ビジョンの実現にむけて期間を定めずに
常に挑戦していく指標

27年度実績

（ご参考）
28年度実績 指 標 進捗状況

連結ＲＯＥ 4.78％ 6.49％ 5％以上 ☀



平成30年3月期の業績計画

 コア業務純益 (前期比▲18億円）

資金利益
・貸出金のボリューム減少および有価証券の利回り低下に

伴う資金運用収益の減少により、前期を下回る見通し
（貸出金利息▲5億円、有価証券利息配当金▲8億円）

経 費
・物件費は前年並みの水準とするが、人件費は人員増加

による増加を見込んでおり、経費全体では前期を上回
る見通し

 経常利益（前期比▲15億円）

・有価証券関係損益の改善を想定しているが、コア業務純
益の減少（▲18億円）により、前期を下回る見通し

 当期純利益（前期比▲14億円）

・前年度は年金制度の改定に伴う特別利益8億円を計上
したが、当期は見込まず、経常利益の減少により前期
を下回る見通し

 連結ベース
・前年度計上した関連会社3社の子会社化に伴う特別利益

が剥落することから、親会社株主に帰属する当期純利益
は前年度比▲55億円の46億円を予想

 金利シナリオ

【TIBOR3ヵ月】 0.05％
【10年国債】 0.065％
【短プラ】 1.975％

単位：百万円

前期比

経常収益 41,485 39,100 ▲ 2,385 19,700

コア業務粗利益 34,322 32,600 ▲ 1,722 16,500

資金利益 30,321 28,900 ▲ 1,421 14,700

役務取引等利益 3,999 3,700 ▲ 299 1,800

その他業務利益

（国債等債券損益を除く）

経費（△） 26,223 26,400 177 13,400

うち人件費 13,648 13,800 152 6,900

うち物件費 11,102 11,100 ▲ 2 5,600

コア業務純益 8,098 6,200 ▲ 1,898 3,100

国債等債券損益 ▲ 1,009 300 1,309 100

▲ 278 ▲ 100 178 -

業務純益 7,366 6,600 ▲ 766 3,200

臨時損益 140 ▲ 600 ▲ 740 ▲ 200

707 700 ▲ 7 300

うち株式等関係損益 1,149 400 ▲ 749 200

うち退職給付費用（△） 530 600 70 300

経常利益 7,507 6,000 ▲ 1,507 3,000

特別損益 653 - ▲ 653 -

税引前当期純利益 8,161 6,000 ▲ 2,161 3,000

当期純利益 5,618 4,200 ▲ 1,418 2,100

与信関連費用（△） 429 600 171 300

単位：百万円

前期比

経常利益 7,916 6,500 ▲ 1,416 3,200

10,152 4,600 ▲ 5,552 2,200

連結

親会社株主に帰属する当期純利益

29／3期

実績

30／3期

計画

(参考）

第2四半期予想

29／3期

実績

うち不良債権処理額（△） 

一般貸倒引当金繰入額（△） 

0 0

単体
(参考）

第2四半期予想

-

30／3期

計画

0

7

業績計画の要旨



Ⅱ．経営戦略

「奇跡の一本松」（陸前高田市）



当行の経営環境
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平成22年 平成28年 平成32年 平成42年 平成52年

総人口 65歳以上の割合

県内人口は減少
～高齢化が進行～

予想

路線名 計画 開通割合（全線開通予定）

①三陸沿岸道路（復興道路） 仙台港北～八戸JCT 359㎞ 47％ （平成32年度）

②東北横断自動車道釜石秋田線（復興支援道路） 釜石～花巻 80㎞ 79％ （平成30年度）

③宮古盛岡横断道路（復興支援道路） 宮古～盛岡 66㎞ 36％ （平成32年度）

2,271

2,740
2,884 2,886 2,899

3.2 
4.2 

6.1 
7.3 

9.9 

2.0

7.0

12.0

1,000

2,000

3,000

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

観光入込客数

外国人延べ宿泊客数

1,692

2,792
3,479

4,936 5,252 5,204 4,913

0

5,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

公共工事前払金保証の推移（東日本建設業保証）

県内公共工事は震災前と比較し高水準
～26年度をピークに減少傾向を続ける～

万人 ％

億円

住宅着工数も震災前を上回る
～貸家・分譲は減少傾向、持家は被災地の

宅地造成が本格化し増加見込み～

県内観光入込客数は増加傾向
～外国人宿泊客数も増加～

5,227 4,898

7,752

9,430 9,111 8,628 8,226

0

5,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

新設住宅着工戸数の推移

③宮古盛岡横断道路

②東北横断自動車道
釜石秋田線

①三陸沿岸道路

万人 万人

各10月1日現在 国立社会保障・人口問題研究所

「復興道路」が延伸

岩手県

盛岡

いわて統計白書

東北自動車道
八戸自動車道

花巻

宮古

釜石

至仙台

至八戸

平成29年3月末現在 世界遺産「平泉」
安比高原スキー場

戸

至秋田
北上



中期経営計画の概要
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「地域の牽引役として圧倒的な存在感を示すとともに、
トップクオリティバンクとしての地位を確立する」

長期ビジョン

長期ビジョン設定期間10年（平成25年4月～平成35年3月）

3つの基本方針

～かわる～
組織文化の変革による収益力の強化

◆厚い自己資本を活用したリスクを取る文化への
変革

◆重要な経営要素に時間軸を追加
◆検証を徹底する文化への変革
◆中小企業・個人向け貸出ポートフォリオ拡大
◆グループ一体経営によるシナジー効果・連単倍率

の追求
◆他行連携戦略の推進

～ともにいきる～
地方創生と震災復興への力強い取組

◆事業性理解の推進による地場産業の育成強化
◆若手経営者の育成支援とベンチャーキャピタル

活用などによる起業・創業支援
◆震災復興支援の強化
◆地公体との連携強化

～つながる～
ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰへのきめ細やかな対応

◆専門性の高い人材、目利き力の高い人材など
人材育成の強化

◆お客さま本位のサービス・機能の追求
◆ＣＳＲ活動による地域社会への貢献
◆コーポレートガバナンス・コード対応

１st Stage「HOP」
～復興と創造、豊かな未来へ～

平成25年4月～平成28年3月

2nd Stage「STEP」

～The・イノベーション～
平成28年4月～平成31年3月

※平成31年4月からの中計終了時期は未定

いわぎんフロンティアプラン２nd stage ～The・イノベーション～
テーマ：逆境を克服するためイノベーションに挑戦し、地域とともに勝ち残る

キーワード：イノベーション

3rd Stage「JUMP」
～さらなる飛躍へ～

平成31年4月～平成35年3月

基本方針Ⅰ 基本方針Ⅱ 基本方針Ⅲ



中小企業等

54.4%
大企業

19.5%

中堅企業

2.8%

地公体

23.3%

30年度計画（中計最終年度）

中小企業等

50.2%
大企業

22.9%

中堅企業

3.0%

地公体

23.9%

28年度実績（中計初年度）
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中小企業等貸出金
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計画
1兆円

億円

中小企業等貸出金ポートフォリオを54.4％まで拡大する

中小企業等貸出残高1兆円を計画

中小企業等

48.3%
大企業

24.4%

中堅企業

3.0%

地公体

24.3%

27年度実績

前年度比

+1.9㌽

中小企業等貸出金の拡大
※中小企業等＝中小企業＋個人企業＋個人



事業性貸出金
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中小企業貸出ポートフォリオ拡大運動 M＆A・事業承継の取組み

いわぎん事業創造キャピタル(株)

・事業性理解を通じてお客さまの事業内容や成長可能性を
十分に把握することで、リスクテイクに積極的に挑戦

・目利き能力を発揮し、オーダーメイドで案件を組立
・本部と営業店が一体となり、企業のライフステージに

応じたソリューションの提案や資金を提供

成長産業分野に対する取組み

関連融資実行額 28年度① 中計計画②
進捗率
①／②

エネルギー関連 97 185 52.5％

医療・介護 86 180 47.9％

アグリ 37 60 62.7％

単位：億円

・エネルギー関連、医療・介護、アグリなどを成長分野産業
と位置付け、関連融資の取組みを強化

・M＆A、事業承継などコンサルティング業務の強化により、
関連手数料および融資実行額を積み上げ

28年度① 中計計画②
進捗率
①／②

関連融資実行額 44 23 195.0％

関連手数料 1.2 2.8 45.6％

単位：億円

・第1号ファンドである「岩手新事業創造ファンド」による
投資実績は平成29年３月末までで7件。

・平成28年2月には、岩手県内の農業法人の規模拡大や多様
化を支援するため「いわぎん農業法人ファンド」を設立。
29年5月末までに県内の農業法人2先に投資。

平成29年3月、「いわぎん
農業法人ファンド」の第1
号投資先として、酪農業を
行う(株)前森山集団農場に
対して40百万円を出資※進捗率は百万円単位で計算

中小企業貸出の増強、各種融資手法の強化

※進捗率は百万円単位で計算

※当行では「事業性評価」について、取引先との密接な
リレーションシップをイメージしやすくするため呼称
を「事業性理解」に統一
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住宅ローン
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住宅ローン平残、被災店残高の推移

コンシューマーファイナンス

・地区別に特別金利を設定し収益とボリュームを両立
・東日本大震災の被災地では宅地造成や区画整理が続いて

おり、被災された方の住宅再建ニーズを引き続き積極的に
支援

億円 億円

全体平残

被災店残高

※被災店残高は被災地域20ヵ店の年度末残高

・プロモーション強化による認知度の向上
・県外マーケットへの進出

計画

億円

住宅再建ニーズへの対応、プロモーション強化により残高を積み上げ

計画

（全体） （被災店）

計画

「ローンプラザ」「住宅ローンデスク」

・「ローンプラザ」を設置し土日、祝日もお客さまのご相談
に対応（県内5店舗、県外3店舗）

・被災地域の住宅再建ニーズや各種相談に対応するため
「いわぎん住宅ローンデスク盛」を大船渡市の盛支店内に
設置、さらに被災地へ拡大予定

・適切な広告・宣伝の実施
・お客さまの利便性と保護の両面に配慮した審査体制の整備

お客さま保護の観点を踏まえた体制整備
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預り資産残高 預り資産販売額・収益

＋651億円

1,194
1,353
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2,754

2,921 2,909
3,050

3,160

628 629
647

548

・NISA、ジュニアNISAおよび積立投信などをツールに若年層、資産形成層との取引を強化、裾野を拡大
・顧客ニーズを掘り起しするための人材育成、セールススキルの向上

お客さまのための資産形成と残高増加営業を融合

計画

計画

720

（販売額） （収益）



コア・ポートフォリオ（国債・地方債・社債）

・マイナス金利政策の下、円債投資は抑制的対応
・戦略的投資枠を活用したクレジット投資の継続
・デュレーションは現状程度を維持

残高方針

補完的ポートフォリオ（外国証券・株式・その他証券）

・米国債をはじめとした米ドル建債券投資を拡大
・株式配当金獲得に着目した株式関連資産（ETF

含む）への投資
・収益補完と分散投資の観点から、外債ファンド

を中心とした投資信託への投資を継続

残高方針
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15

有価証券利息配当金・デュレーション

有価証券

年

29年度の運用方針
有価証券平残・利回り※短期社債除く

億円

4.0程度

を想定

円金利に過度に依存しない収益体質の構築に向けて、ポートフォリオリバランスを継続
リスクテイクの許容範囲内でキャリー収益向上を目指す
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有価証券利回り（右軸）

12,807
13,141

12,855 12,736 12,840

計画

計画



・いわぎん次世代経営塾は地域企業の後継者・若手経営者を
対象に、マネジメント力を強化するための自己啓発の場を
提供することを目的として平成23年度に開講。

・29年3月末までに、のべ
138名の卒塾生を輩出

16

起業・創業、海外ビジネス支援

起業・創業支援の取組み

第14回研究開発事業化育成資金贈呈式

第6期いわぎん次世代経営塾 企業視察

起業・創業、海外展開を後押し、地域経済の活性化に貢献

・「いわて産学連携推進協議会（リエゾンーＩ）」は、大学
のシーズと民間企業のニーズをマッチングさせ、新事業の
創出を図ることを目的として平成16年５月に設立

・これまで80社93件に対し、
計1.2億円の研究開発事業化
育成資金を贈呈 29年3月末現在

・「いわぎん海外視察ミッション｣を実施して、お取引先の
海外進出やビジネス展開
を支援

メトロポリタン銀行(フィリピン）
平成28年11月

時期 視察地 参加者

26年度 インドネシア・シンガポール 27名

27年度 ベトナム・台湾 28名

28年度 フィリピン 23名

これまでの視察実績

・北東北三行（当行・青森・秋田）の共同ビジネスユニット
であるNetbix主催による「ベトナム商談会・視察inホーチ
ミン」を平成29年3月に開催。

・7社（うち当行お取引先3社）が
地場企業約40社と商談を実施

いわて産学連携推進協議会(リエゾン－Ｉ）

起業・創業支援の取組み

いわぎん次世代経営塾

海外ビジネス支援

いわぎん海外視察ミッション

海外商談会



17

各自治体の地方創生に向けた取組みを支援

・岩手県内の27自治体※と｢地方創生の連携に関する協定｣
を締結して、各自治体が進める地方創生に向けた取組を
積極的に支援 ※平成29年5月末現在

久慈市との協定締結式 平成27年12月

各種セミナーの開催

・各自治体の担当者向けセミナーや観光関連事業者向けの
インバウンドセミナーを開催

観光振興への取組み

・外国人旅行者の利便性向上を図るため、岩手県内の観光
施設２ヵ所に海外発行カードに対応したATMを設置
・ホテル安比グランド（平成28年12月）
・平泉レストハウス（平成29年3月）

地方創生セミナー 平成28年5月 インバウンドビジネス支援セミナー
平成28年11月

地方創生に向けた取組み
主要な営業基盤である地域との共存共栄を図るため、地方創生を後押し

陸前高田市との協定締結式 平成29年4月

久慈市との連携協定による取組内容（一部抜粋）

 空き家の利用・活用に関すること
 移住定住促進事業費補助金事業の推進に関すること
 結婚支援事業の推進に関すること
 6次産業化の推進に関すること
 クラウドファンディングの取組みに関すること



・ ｢いわぎんアプリ｣はスマートフォンで簡単に通帳残高や
入出金を確認可能。ダウンロード数は平成28年7月の
サービス開始以来、10か月間で2万6千件を突破

・同じく28年7月からお客さまにご来店いただくことなく
普通預金の口座開設が可能な「いわぎん口座開設アプリ」
もサービスを開始

そのほかのスマートフォンを活用したサービスの取組み

・「Yahoo!ウォレット」の「現金払い」および「Yahoo!
マネー」への対応（平成28年5月）

・自動家計簿・資産管理サービス「マネーフォワード」へ
のオフィシャルアカウントの開設（平成28年11月）

18

フィンテックへの取組み

スマートフォン向けアプリサービス

いわぎんアプリ

ブロックチェーンの活用

利便性の高い金融サービスの提供による新たな収益機会を創出

・平成29年5月、青森銀行、秋田銀行、山梨中央銀行およ
び県内ＩＴベンダーのアイシーエスとブロックチェーン
技術を活用した金融サービスプラットフォームの共同構
築に向けた検討を開始

・実用化すれば金融機関、お客さま双方にとってコスト
ダウンが図られるほか、お客さまの利便性向上が期待で
きる。今後、ほかの金融機関やフィンテック企業へ広く
提携を呼びかけサービスの魅力向上と充実を図る

ブロックチェーン

サービス サービス サービス サービス

ポータル

お客さま

・サービスの入口を集約

・口座振替依頼データの授受
・各種還元帳票の電子交付 など

・サービスの利用方法を統一



19

震災復興への取組み

再建資金の支援 販路拡大支援

・震災により被災された事業者や風評被害に苦しむ食品関連
事業者の販路開拓を支援

商談会 内容

いわて食の大商談会
2016
(28年8月 盛岡市)

県内最大規模の展示・試食商談会。全
体で100社が出展。228社のバイヤー
とフリー商談会を実施

Netbix商談会With
大和証券
(28年9月 東京都)

当行、青森、秋田の三行合同による
Netbix商談会を開催。全体で39社が
出展。バイヤー企業34社と個別に過去
最大214件の商談を実施

※上記以外にも各種商談会を開催

第3回Netbix商談会

いわて食の大商談会2016

事業再建から、再建後のフォローアップまできめ細やかな支援を展開
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全店

うち被災店

事業性震災関連融資実行額の推移

ファンド名 累計投資実績

東日本大震災中小企業復興支援ファンド 6件、18.5億円

岩手元気いっぱいファンド 20件、37.4億円

いわて復興・成長支援ファンド 4件、1.9億円

三菱商事復興支援財団ファンド 11件、4.6億円

いわてフロンティアファンド 1件、13.5億円

合計 42件、75.9億円

震災から6年で818億円を実行

・ニューマネーファンドの活用状況 平成29年3月末現在

・再建資金の提供やファンドの活用により震災で被災された
事業者の資金面の課題解決を支援

億円
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与信コスト率
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信用リスク管理態勢

計画

事業性理解にもとづき、企業のライフステージに合わせた経営改善支援を実施

個社ごとの対応方針に沿ってモニタリングを強化し、引き続き財務の健全性を維持

与信費用の状況

△17

16

4 6

与信費用

・東日本大震災で被災した企業の業況回復による
貸倒引当金の戻入は26年度までで一巡

不良債権の状況

408
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中計最終年度での不良債権比率目標2％台

485
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資本政策
リスクと収益のバランスをとりながら、｢安定した自己資本を確保｣していく方針

25年度よりバーゼルⅢ （国内基準）に移行

中計最終年度目標
12％以上

常に挑戦していく目標
ROE5％以上

株主還元

配当は「安定配当」を基本
として、29年度は年間70円
（普通配当）を見込む

％ ％

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

配当金総額① 億円 11 11 11 11 11 10 11 12 12 12

自己株取得総額② 億円 － 1 5 1 － 26 － － － －

株主還元総額③＝①＋② 億円 11 12 16 12 11 37 11 12 12 12

当期純利益④ 億円 △46 52 11 48 63 76 73 70 56 42

配当性向①／④×100 ％ － 21.1 97.7 22.5 18.7 14.0 15.7 17.5 22.1 29.7

株主還元率③／④×100 ％ － 24.1 148.2 25.3 18.7 48.3 15.7 17.5 22.1 29.7

1株当たり年間配当額

予定 予想



本日の説明内容についてのご照会等は
下記までお願い致します。

株式会社岩手銀行 総合企画部
広報CSR室 IR担当 菅原

ＴＥＬ：019-624-8571

ＦＡＸ：019-652-6751

Ｅ‐ＭＡＩＬ：ir-gpd@iwatebank.co.jp

ＵＲＬ：https：//www.iwatebank.co.jp/

投資家情報サイト：https：//www.iwatebank.co.jp/ir/

・本資料には、将来の業績に係る記述が含まれております。

・将来の業績に係る記述内容は、将来の業績を保証するものではなくリスクや不確実性を内包するものです。

・将来の業績は、経営環境等の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。
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